
※今回のテレワーク月間にあわせて、来年のテレワーク・デイズ
2020の準備、都内企業・団体においては、東京大会本番に向けて
テレワーク導入・大規模活用の準備を是非お願いいたします。

ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方

テレワーク推進フォーラム（総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、産業界、学識者で
構成）では、２０１５年より11月を「テレワーク月間」と定め、テレワークの認知向上を図ると
ともに、テレワーク活用を推奨し、働き方の多様性を広げる運動を推進しています。

テレワークで実現する働き方改革



http://teleworkkakudai.jp/pioneer/
■FAXでのお申込み：03-5577-4582（以下にご記入いただきFAXをお願いいたします。）　■メールでのお申込み：hatarakikata@japan-telework.or.jp

（11/25）

2019年テレワーク月間の締めくくりとして、表彰式（総務大臣賞・厚生労働大臣賞）、受賞企業による取組紹介、
パネルディスカッション等、テレワークのさらなる普及拡大に向けたシンポジウムを行います。

2019年11月25日（月）

２０２０年に向けたテレワークの推進とその後の展望

日本テレワーク協会ホームページ

テレワーク相談センター（厚生労働省委託事業）

テレワークマネージャー派遣事業（総務省委託事業）

厚生労働省時間外労働等改善助成金（テレワークコース）

※今回のテレワーク月間にあわせて、来年のテレワーク・デイズ2020の準備、都内企業・団体においては、東京大会本番に向けてテレワーク導入・大規模活用の準備を
是非お願い致します。テレワーク導入に向けた検討について参考情報はこちらです。

政府のテレワーク推進施策のご紹介や、テレワークの導入・活用に
役立つ情報を多数掲載しています。

適正な労務管理下における良質なテレワークを普及・促進していく
ため、テレワークに関する相談対応や情報提供、全国の企業に対し
てテレワークを導入するにあたっての支援等を行っています。

働き方改革のためテレワークの導入を検討している企業・団体に対
し、年度内最大3回まで無償で専門家を派遣し、テレワーク導入に向
けた様々な課題解決のための個別支援を行います。

テレワークに取組む事業主に、テレワークの導入や拡充に要した経
費を助成する事業です。（1企業当たり、最大150万円を助成）

https://japan-telework.or.jp/

https://www.tw-sodan.jp/ （フリーダイヤル：0120-91-6479）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/jikan/syokubaisikitelework.html

https://www.nttdata-strategy.com/r01telework/

※お申込み受付開始は10月下旬予定


